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DXとは何か

• DXはデジタルを活用して企業や組織の変革を通じた成長を目指すもの。

• 身の回りの業務のデジタル化から始め、徐々にデジタル活用を進めることで、より大きな効

果が期待できる。

デジタル活用段階のフェーズ

①デジタル化が全く未着手 ②デジタイゼーション ③デジタライゼーション ④DX

アナログ DXの実現デジタル化の実現

詳細

✓紙や電話を使用するアナロ
グ業務が中心、デジタル化
が図られておらず、効果な
し

✓業務標準化・業務効率化
による事務負担軽減・コス
ト削減の効果が少しずつ
発生

✓デジタルツールやインフラを
活用し、業務効率化によ
るコスト削減・データ利活
用による業務改善を実現

✓デジタル化によるビジネスモ
デルの変革や競争力強
化・データ活用による販路
拡大や新商品開発を実施

取組例

✓受発注をFAXや電話
のみで実施

✓勤怠管理として出勤簿に
判子を押印

✓顧客との連絡手段をFAX
から電子メールに切り替え

✓在庫情報システムによる在
庫量・発注量の管理

✓顧客管理システムによる効
率的な営業活動の促進

✓蓄積されたデータを活用し
た販路拡大や新商品の開
発による付加価値の向上



37.5%

26.9%

21.7%

21.9%

27.3%

23.6%

14.3%

15.1%

10.5%

18.9%

29.1%

33.9%

2.5%

0.4%

0.7%

4.9%

1.3%

9.6%

2023年度

（n=1,013）

2022年度

（n=543）

2021年度

（n=534）

全社的にDXに取り組んでいる 一部の部門でDXに取り組んでる

部署ごとにDXに取り組んでいる 取り組んでいない

創業からデジタル事業をメインにしている 分からない

日本企業全体のDX取組状況

（出典）独立行政法人情報処理推進機構「DX動向2024」を基に作成。

• 日本企業全体では、着実にDXに取り組んでいる企業が増加している。

DXの取組状況（経年変化）

73.7％

69.3％

53.8％
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中小企業のDXの理解度

• 中小企業に対するDXの理解は広く浸透していない。

• また、多くの企業はDXを業務効率化やコスト削減に留まる動きと考えており、DXの正しい

理解は道半ば。

中小企業のDXに対する理解度

➢ DXについて「理解している」、「ある程度理解している」と回答した企業は
約半数にとどまる

12.4%

36.7%

14.1%

18.6%

18.2%

理解している

ある程度理解している

わからない・どちらともいえない

あまり理解していない

理解していない
N=1,000

➢ デジタル化による業務効率化はDXと同義であると考えている企業は多数

中小企業がDXに期待する成果・効果

0.8%

16.7%

17.5%

19.1%

20.6%

21.2%

24.4%

24.8%

31.0%

50.5%
64.0%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

新製品・サービスの創出

企業文化や組織マインドの変革

顧客接点強化（顧客ロイヤリティ向上）

新規顧客の開拓

多様な働き方の実現

ビジネスモデルの変革

既存製品・サービスの価値向上

データに基づく意思決定

コストの削減

業務の効率化

N=491

（注）DXを「理解している」もしくは「ある程度理解している」と回答した企業を対象に調査を実施（右図）。
（出典）中小企業基盤整備機構「中小企業のDX推進に関する調査（2023年）アンケート調査報告書」（2023年10月）を基に作成。
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中小企業のDXの取組状況と企業価値の変化

（注） DXの取組状況として「分からない」と回答した企業は除いている。
（出典）中小企業庁「中小企業白書2024年版」（2024年7月）を基に作成。

• デジタル化が未着手/デジタイゼーションの段階が中小企業全体の約3分の2を占めている状況。

• 一方、デジタル化・DXに取り組んでいる企業は着実に企業価値を伸ばしている。

中小企業のDXの取組状況

➢ 段階1、2の企業が全体の66％程度を占め、中堅・中小企業
等のデジタル化は道半ば

N＝6,620

D
X

の
進
捗
度

進

遅
段階1（全くの未着手）：30.8%

段階2（デジタイゼーション）：35.4%

段階3（デジタライゼーション）：26.9%

段階4（DX）：6.9%

➢ 一方、段階3、4の中堅・中小企業等は生産性・売上が向上し
ており、DX推進は企業価値向上に繋がる

DXの推進に伴う企業価値の変化

段階4
DX

段階3
デジタライ
ゼーション

段階２
デジタイ
ゼーション

段階1
全くの未着手

－500 0 500 1,000 -10% 0% 10% 20%

（千円/人）

ΔLP=824
（N=163）

（N=835）

（N=584）

（N=120）

ΔLP=262

+13.8%

（N=243）

（N=1,092）

（N=764）

（N=160）

+2.8%

ΔLP=-48

ΔLP=-39

-2.9%

-5.9%

労働生産性の変化 売上高の変化

（注）⊿LP＝労働生産性の変化を表す。
労働生産性=（営業利益+人件費+減価償却費+賃借料+租税公課）/従業員数
労働生産性の変化及び売上⾼の変化率はそれぞれ中央値を集計。

（出典）東京商⼯リサーチ「令和3年度中小企業の経営戦略及びデジタル化の動向に関する調査に係る委託事業 報告書」（2022年
3月）を基に作成。
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中小企業におけるDX推進の課題

（出典）中小企業基盤整備機構「中小企業のDX推進に関する調査（2024年）アンケート調査報告書」（2024年12月）を基に作成。

• 特に中小企業がDXを進めるに当たっては、人材・情報・資金の不足という課題をどのように

乗り越えるかが重要。

3.9%

6.9%

9.7%

9.8%

12.7%

14.0%

14.2%

21.2%

24.5%

24.8%

25.4%

0% 10% 20% 30%

その他

既存システムがブラックボックス化している

経営者の意識・理解が足りない

ビジョンや経営戦略、ロードマップがない

何から始めてよいかわからない

情報セキュリティの確保が難しい

DXに取組もうとする企業文化・風土がない

具体的な効果や成果が見えない

予算の確保が難しい

DX推進に関わる人材が足りない

ITに関わる人材が足りない

➢ 人材・情報・資金の不足に課題を感じている企業が多数

➢ 「DXに取り組もうとする企業文化・風土がない」、「経営者の意識・理解が足りない」、と考える中小企業も一定数存在しており、経営者がDXの重要性を理
解し、企業文化や風土を醸成することも重要

中小企業がDXに取り組むに当たっての課題
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企業DX推進施策の全体像

支援機関を
通じたDX推

進

DX支援
ガイダンス

DX先進企業
模範となるDXの取組を実施している企業

DXに取り組んでいる企業
これからDXに取り組む体制を整備している企業

これからDXに取り組む企業
経営ビジョンの策定や、戦略・体制等の整備に、これから取り組む企業

中堅・中小企業等 大企業

（対象：中堅・中小企業等）
累計83者選定（2022～2025）

（対象：上場企業）

DX推進指標（対象：全事業者）

DX推進指標（対象：全事業者）
累計9,638件（令和7年5月時点）※大企業：1,462件、中小企業：8,176件

中堅・中小企業等向け実践の手引き

DX認定（対象：全事業者）
累計1,604者選定（令和7年9月時点）

デジタル化支援施策

“デジタルガバナンス・コード3.0～DX経営による企業価値向上に向けて～”

✓ 経営者が企業価値を向上させるために実践すべき事柄を取りまとめたもの

プラチナ企業：累計6者
銘柄企業：累計320者
注目企業：累計178者
（攻めのIT銘柄2015～
DX銘柄2025）

DX戦略の策定2 DX戦略の推進3
成果指標の設定・
DX戦略の見直し

4
ステークホルダー

との対話
5

経営ビジョン・
ビジネスモデルの策定

1

• 企業のDXの進捗に合わせ、認定制度や優良企業選定などの施策を提供。
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DX推進指標

• 経営・ITの両面でDXの取組状況をチェックできる自己診断指標。また、全国・業界内での位

置づけの確認やDXの先行企業との比較ができる「ベンチマーク」を無償で提供。

帳票2b-1

業種 6. 製造業(機器) 集計対象企業数 66 件 回答内訳

売上規模別 従業員規模数別

サマリ

定性指標 成熟度別回答分布

現在

業種順位 9 (位) 平均成熟度 1.5 DX推進の枠組み （平均成熟度 1.39 ）

トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度

1 危機感共有 1.7 1 事業部門の人材 1.1

2 トップのコミット 1.7 2 投資・予算配分 1.2

3 外部連携 1.7 2 バリューチェーンワイ 1.2

ITシステム構築の枠組み （平均成熟度 1.65 ）

トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度

1 ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ・ｾｷｭﾘ 2.3 1 スピード・アジリテ 1.3

2 IT資産の分析・評 1.9 2 廃棄 1.4

3 ITロードマップ 1.9 2 競争領域の特定 1.4 定量指標

回答件数が多い指標

目標 回答件数 回答割合

決算処理スピード 27 41%

業種順位 7 (位) 平均成熟度 3.2 DX推進の枠組み （平均成熟度 3.13 ） フォーキャストサイクルタイム 26 39%

トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度 業務プロセスのデジタル化率 26 39%

1 危機感共有 3.5 1 バリューチェーンワイ 2.9 データ鮮度 26 39%

2 トップのコミット 3.4 2 投資・予算配分 3.0 Cash Conversion Cycle 25 38%

3 事業への落とし込 3.3 3 評価制度 3.0

その他使われている指標

ITシステム構築の枠組み （平均成熟度 3.29 ） 各社・事業部のIT機能重複率

トップ 項目 成熟度 ワースト 項目 成熟度 対売上⾼IT投資比率

1 ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰ・ｾｷｭﾘ 3.8 1 競争領域の特定 3.0 生産ラインのIoT化比率

2 IT資産の分析・評 3.6 2 スピード・アジリテ 3.0 MAU (Monthly Active Users)

3 データ活用の人材 3.5 3 廃棄 3.2 顧客ID登録数

0
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4

5
ビジョン

経営トップの

コミットメント

マインドセット・

企業文化

推進・

サポート体制

人材育成・確保

事業への

落とし込み

ビジョン実現の

基盤構築

ITシステムに

必要な要素

IT資産の

分析・評価

IT資産の仕分けと

プランニング

ガバナンス・体制

1

7 7

18
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9

5

3

0 0 0

0

2

4

6

8
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16
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20

1. 3億円未満, 

2

2  3億円以

上10億円未

満, 0

3. 10億

円以上

20億円

未満, 0

4. 20億円以上

50億円未満, 5

5. 50億円以上

100億円未満, 

0

6. 100億円以

上500億円未

満, 12

7. 500億円以

上1,000億円

未満, 7

8. 1,000億

円以上, 36

0, 4
1. 20人

未満, 1

2. 20人以上

100人未満, 1

3. 100人以

上300人未

満, 8

4. 300人以上

500人未満, 2

5. 500人以上

1,000人未満, 

5

6. 1,000人

以上3,000

人未満, 9

7. 3,000人

以上, 36

0, 4

0

1

2

3

4

5
ビジョン

経営トップの

コミットメント

マインドセット・

企業文化

推進・

サポート体制

人材育成・確保

事業への

落とし込み

ビジョン実現の

基盤構築

ITシステムに

必要な要素

IT資産の

分析・評価

IT資産の仕分けと

プランニング

ガバナンス・体制

作成中

次年度の事業計画立案に活用

DX推進指標の活用方法 ベンチマークの活用イメージ

認
識
共
有

ア
ク
シ
ョ
ン

進
捗
の
把
握

✓DX推進指標に回答するため、経営者や各部門などの関係
者が集まって議論し、関係者の間での認識の共有を図り、今
後の方向性の議論を活性化

✓自社の現状や課題の認識を共有した上で、あるべき姿を目
指すために次に何をするべきか、アクションについて議論し、実
際のアクションにつなげる

✓毎年診断を行ってアクションの達成度合いを継続的に評価す
ることにより、DXを推進する取組の経年変化を把握し、自社
のDXの取組の進捗を管理

自社はDXできている？できてない？

DXの推進に向けて何をしたらよいの？

去年に比べて自社のDXは進んだ？
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DX認定制度の概要

• 「情報処理の促進に関する法律」第31条に基づき、企業がデジタルによって自らのビジネス

を変革するためのビジョン・戦略・体制等が整った事業者を認定。 2020年12月以降、

1,604者認定済（2025年9月時点）。

✓企業の規模や業種を問わず、全ての事業者が対象

✓認定申請や認定の維持に係る費用は全て無料

✓１年間いつでもオンライン申請が可能

✓ IPAが審査を行い、経産大臣が認定

✓認定事業者については、オンラインで公表・認定事業者の取組の検索が
可能

認定事業者

＜審査・問合せ＞

DX認定制度事務局

審査結果

結果通知

＜認定＞

認定申請

結果通知

問合せ

申請～認定の流れ DX認定を取得したことによるメリット
（認定事業者アンケート結果）

✓DX認定を取得するためのプロセスは、自社を見直す大変良い機会に

✓経営陣との対話の機会を多く得られ、経営方針の決定に役立った

✓新規営業において、お客様からの反応が良くなり売上増につながった

✓デジタル人材の応募が増え、実際に人材確保につながった

67.1%

59.1%

53.3%

47.6%

45.8%

DX戦略の推進

顧客に対する企業イメージ向上

DX認定制度ロゴマークの使用

人材確保に向けた企業イメージ向上

経営ビジョンの推進



DX認定事業者への各種支援措置

• DX認定事業者は、以下の各種支援措置・施策を活用することが可能。

１．DX認定制度ロゴマークの使用

ロゴマークのコンセプト
DXのスタートラインに立つ、という企業をイメージしながら、右方向に進むスタートラインであ

る左端に差し色を入れています。

２．中小企業者を対象とした金融支援措置

設備投資等に必要な資金について、基準利率（1.75%）よりも低い特別
利率②（1.10%）で融資が受けられます。（注）利率：いずれも令和7年5月時点。

日本政策金融公庫による融資

設備資金等について、民間金融機関から融資を受ける際、信用保証協会に
よる信用保証のうち、普通保険等とは別枠での追加保証や保証枠の拡大が

受けられます。

中小企業信用保険法の特例

３．人材育成の訓練に対する支援措置＜人材開発支援助成金（人への投資促進コース）＞

⾼度デジタル人材訓練の対象事業主としての要件を満たし、訓練経費（最大75%）や訓練期間中の賃金の一部（最大960円/時間）等について助成
を受けることができます。

４．DX銘柄及びDXセレクションへの応募が可能

DX銘柄の選定対象として、DX認定の取得が必須となります（上場企業）。また、DX認定を取得することで、DXセレクションへの自薦での応募が可能となり
ます（中堅・中小企業等）。 （注）DXセレクションは、DX認定未取得企業においても他薦での応募は可能。

12

５．ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金の加点項目

DX認定を取得した事業者は、ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金を申請した際に、加点対象となります。
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DXセレクション

• デジタルガバナンス・コードに沿った取組を通じてDXで成果を残し、中堅・中小企業等のモ

デルケースとなる優良事例を選定。

• 優良事例として地域内や業種内での横展開を図り、中堅・中小企業等のDX推進及び各地域で

の取組の活性化につなげていくことが目的。

「DXセレクション2025」における選考プロセス

選択式項目へ
の回答をもとに
スクリーニング
審査

※ スクリーニング審査
は免除

1次スクリーニング
（DX認定レベル）

2

次
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

（
セ
レ
ク
シ
ョ
ン
レ
ベ
ル
）

1次選考

関係機関
からの推薦
企業
（他薦）

DX認定
企業
（自薦）

エントリー
最
終
選
考
（
記
述
式
項
目
審
査
）

DXセレク
ション
2025
選定

「DXセレクション2025」

➢ 全15社（うち、グランプリ1社、準グランプリ3社）を選定

⚫ 現場から経営層までが参加する「全員DX」を推進。現場全員がノーコー
ドツールを活用して業務アプリを作成

⚫ 業務効率化・標準化が大きく進み、従業員の労働時間短縮のみならず、
印紙代や作業時間の削減を実現

⚫ また、新卒社員の定着率が大きく向上し、企業として経常利益の拡大も
達成し、大きく企業価値を向上させている

⚫ 株式会社近藤商会
⚫ 株式会社ヒバラコーポレーション
⚫ 株式会社コプロス

グランプリ：株式会社後藤組

準グランプリ
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DX支援ガイダンス

• 支援機関が中堅・中小企業等のDX支援を実施する「新しいアプローチ」の意義、DX支援の

方法論、支援機関の連携、人材育成のあり方を解説。

ガイダンス検討の背景・目的と課題 支援機関としての望ましい主な取組

DX支援の
考え方・
方法論

（第3章）

➢ 身近なデジタル化から成功体験の繰り返しが、最終的にDXを成
功させる上でも有益

➢ 地域の支援機関の中でも特に、企業の成長を見守る「主治医」と
して、地域金融機関、地域ITベンダー、地域のコンサルタントの
主体的取組に期待

➢ DX支援は中長期的な金銭的・非金銭的な「利益」が生まれる取
組

➢ 企業経営の負担となっている間接業務は、BPO（ビジネス・プロセ
ス・アウトソーシング）のような共通化・標準化のアプローチを積極
的に追求

支援機関
同士の連携
（第4章）

➢ 支援先の課題の多様化・複雑化に対応するため支援機関同士の
「連携」により、「強み・弱みの相互補完」、「情報共有」を実現

➢ 「主治医」としての役割が期待される支援機関が主体性をもって
能動的に連携を追求

DX支援人材
の在り方
（第5章）

➢ DX支援人材には、変革を導くための「スキル」と土台となる「マイン
ド」が重要であり、「DXリテラシー標準」と特にDX支援に必要とな
るマインドから構成

➢ 人材育成は座学やケーススタディ・実践・フィールドワークの提供
に加え、DX支援の評価制度やインセンティブ設計が重要

⚫ 今日、簡単に安く使えるデジタルツールが増えているにもかかわらず、大企
業に比べて中小企業のDXは大きな遅れ

⚫ 実際にDXに取り組んでいる中小企業は、労働生産性や売上高が大きく
向上している

⚫ 人材・情報・資金が不足する中堅・中小企業等は独力のDX推進が困
難であり、「個社支援」に加え、地域の伴走役たる支援機関等による面
的なDX支援の「新しいアプローチ」を追求

⚫ DX支援により中堅・中小企業等のDXが加速し、中堅・中小企業等の
成長の果実が地域に還元されることによって、地域全体の持続的な成長
を実現

ガイダンスの目的

✓ 支援機関自身のDXの取組が遅れている

✓ 支援機関として有益なDX支援の方法が確立できていない

✓ 支援機関内及び支援機関同士の連携が不足している

✓ 支援機関内のDX支援人材が不足している

支援機関が抱える課題

検討の背景
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DX支援取組事例集 -DX支援ガイダンス別冊-

• 中堅・中小企業等へのDX支援に取り組む支援機関の事例を32件掲載。 「DX支援の取組」

「支援機関同士の連携」「DX支援人材」における支援機関の取組と、実際のDX支援事例や

支援機関に向けたメッセージで構成。

各支援機関事例の構成 掲載事例の地域分布（全32件）

① DX支援への考え・全体像

② 支援機関同士の連携の考え・全体像

③ DX支援人材の在り方

④ DX支援の取組事例

⑤ 支援機関に向けたメッセージ

支援機関としての沿革や支援実績、自社内の支援体制、これまでの歩み
と今後の目標を紹介を紹介

支援機関同士が連携して取り組む内容や体制、支援機関同士の連携に
おけるこれまでの歩みと今後の目標を紹介

DX支援人材として特に重要と捉えている要素や、DX支援人材を育成す
るための取組を紹介

中堅・中小企業等への実際のDX支援事例を紹介

これから中堅・中小企業等へのDX支援に取り組む支援機関や現在DX支
援に取り組んでいる支援機関に向けたメッセージを紹介

北海道地方（1件）

北海道 1件

中部地方（4件）

新潟県 1件
静岡県 1件 
長野県 1件
岐阜県 1件

中国地方（2件）

岡山県 2件

九州地方（6件）

福岡県 2件
長崎県 2件
熊本県 1件
沖縄県 1件

東北地方（2件）

福島県 1件
宮城県 1件

関東地方（11件）

埼玉県 1件
茨城県 2件
東京都 7件
千葉県 1件

近畿地方（5件）

福井県 2件
兵庫県 1件
滋賀県 1件
大阪府 1件

四国地方（1件）

徳島県 1件
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デジタル人材育成の政策体系

• 経済産業省では、ボリュームゾーンからトップレベルまで、網羅的にデジタル人材育成政策

を実施。その際、各施策は、生成AI等の新技術に順次対応。

デジタル技術の可能性
を広げ、デジタル社会の

未来を切り開く
日本トップレベルの人材

デジタル技術を活用し
付加価値を生み出す

DX推進人材ボリューム

トップ

• 「未踏事業」の育成規模の拡大

• 未踏的な発掘・育成メソッドの地方への横展開

• 他の法人（NEDO・産総研等）への横展開

2027年度までに70人/年から500人/年へ拡大

スキルの
可視化

•デジタルスキル標準の策定（R4.12）

•生成AIを踏まえた改訂（R5.8 / R6.7）

教育講座の
見える化/実
践的教育の

提供

能力保証 •情報処理技術者試験、民間資格等

2026年度までに政府全体で230万人育成

•デジタル人材育成プラットフォーム（R4.3～）
✓生成AIを含むデジタル講座の一元的提供
✓ ケーススタディ教育プログラムや地域企業の実課題解

決型プログラムの提供

•リスキリングを通じたキャリアアップ支援（R5～）

17
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事業形態、対象者

事業目的

全ての産業を根幹として支え、地方創生や少子⾼齢化などの社会課題の
解決にも不可欠なデジタル基盤を整備していくことが必要。本事業では、
（独）情報処理推進機構（以下「IPA」）を通じて、情報処理に関する
安全性及び信頼性の確保、情報処理システムの⾼度利用の促進並びに情
報処理に関して必要な知識及び技能の向上等を推進する。

また、生成AI時代におけるスキルベースでの継続的な学びによるスキル習得
や、スキル情報を広く労働市場で活用するため、デジタル人材育成施策の
継続的な実施に加え、個人のスキル情報の蓄積・可視化を可能とする情報
基盤を新たに構築する。

事業概要

（１）独立行政法人情報処理推進機構運営費交付金

IPAが業務を実施するにあたって必要となる運営費を交付し、デジタル社会の実現
に向け、IPAにおいて、以下の取組を推進する。

① Society5.0の実現に向けたアーキテクチャ設計やデジタル基盤提供の推進モビ
リティや企業間取引、スマートビルを中心にアーキテクチャ設計から社会実装・普及
までを推進等

② サイバー・フィジカルが一体化し、サイバー攻撃が組織化・⾼度化する中でのサイ
バーセキュリティの確保、サイバー攻撃に関する情報収集・情報共有の他、情報
セキュリティ対策の強化等

（２）地域デジタル人材育成・確保推進事業

① IPAにおいてデジタルスキル標準の更なる改訂や同標準に紐付け民間の良質な
教育コンテンツを掲載するポータルサイト「マナビDX」（1層）の運営を行うことに加
え、個々人の保有スキルやスキルアップ状況などの蓄積や取得スキルのデジタル証
明を可能とする情報基盤の構築を実施。（独法交付金）

② 生成AIの活用も踏まえた地域での実践的な即戦力DX人材育成に向けて、
ケーススタディ教育プログラム（２層）や地域企業協働プログラム（３層）を実施。

デジタル基盤整備事業
令和８年度概算要求額 87億円（82億円）

（１）商務情報政策局総務課
情報経済課

サイバーセキュリティ課
情報産業課

（２）情報技術利用促進課

事業目的・概要

(１)独立行政法人情報処理推進機構運営費交付金

（１）第五期中期目標期間（令和５年度から９年度）で以下を目指
す。

• Society5.0の実現に向けた、５以上の領域におけるアーキテクチャ設計と、
ソフトウェア技術を含むデジタル基盤に関する新規のサービスの開始

• 国の安全保障の確保への貢献 等

（２）令和４年度から令和８年度の５年間の事業であり、短期的には、
プログラム修了後に修了生が企業DXに貢献した人数の割合を令和6年度
実績で70％まで増やすことを目指し、その人材がDXに取り組むことによって、
長期的には、日本企業がDXに取り組む割合を令和8年度実績で80％とす
ることを目指す。

事業形態、対象者

国 (独)情報処理推進機構（IPA)

国 (独)情報処理推進機構（IPA)

国

国 民間企業等

民間企業等

交付

①交付

②委託

②補助(4/5)

(２)地域デジタル人材育成・確保推進事業



デジタル人材育成プラットフォーム

⚫ デジタル田園都市国家構想の実現に向け、地域企業のDXを推進するデジタル人材を育成するプ
ラットフォームを構築し、企業内人材（特にユーザー企業）や個人のリスキリングを推進。

⚫ 民間企業等が提供する教育コンテンツ・講座を一元的に集約・提示するポータルサイト「マナビ
DX」の整備に加えて、ケーススタディ教育プログラムや地域企業協働プログラムを提供し、DXを
推進する実践人材を一気通貫で育成。

＜デジタル人材育成プラットフォーム＞

（３層）地域企業協働プログラム

デ
ジ
タ
ル
人
材

ビジネス
アーキテクト

データサイ
エンティスト

ソフトウエア
エンジニア

デザイナー

（２層）ケーススタディ教育プログラム

➢ データ付きのケーススタディ教材を用い、受講生

同士の学び合いを通じて、課題解決のプロセスを疑似体
験するオンライン教育プログラム（2000人/年規模） 。

サイバー
セキュリティ

社
会
人
・
学
生

➢地域企業と協働し、実際の企業の課題解決にチームで
取り組むプログラム（400人/年規模）。

地域・企業・大学

協力・支援

➢ デジタル人材に求められるスキルを学べるよう、スキル標準に
対応した教育コンテンツを提示（約400講座）。

➢ 厚労省の助成対象コンテンツを多数掲載。

（１層）ポータルサイト“マナビDX（デラックス）”

スキル標準
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⚫ デジタル人材に求められるスキルを学べるよう、民間・大学等が提供する様々な学習コンテンツ
や講座をスキル標準（分野・レベル）に紐付け、ポータルサイトに提示（現在、約400講座）。

コンテンツ
掲載

学習コンテンツ提供事業者

等

利用者（個人・企業）

必要とする人材像を目標として、デジタル
スキル標準で整理された学習コンテンツを
使い、学習や社内教育を行う

学習コンテンツ

ビジネスアーキテクト

ソフトウェアエンジニア

データサイエンティストデザイナー

サイバーセキュリティ

講座情報
検索

① 全てのビジネスパーソン向けのDXリテラシー標準、
② ＤＸ推進人材向けのDX推進スキル標準を整備し、それに基づ

き市場で提供されている学習コンテンツを整理し、掲載。

DXリテラシー

1層：ポータルサイト「マナビDX（デラックス）」

デジタル
スキル標準

修了証

20

学習
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２層：ケーススタディ教育プログラム

⚫ データ付きのケーススタディ教材を用いて、受講生が２カ月程度、架空の企業へのAI活用を含む
デジタル技術導入を一気通貫で疑似体験するオンライン学習プログラムを実施。

⚫ 講師を置かず、人材コミュニティ内で、受講生同士が互いに教え合い・学び合いながら、企業に
おける以下の３種類の課題解決手法を身に付けることができる（年2,000名規模） 。

•ビジネス課題は?

•その現状は?

•どの程度の人的⼯
数・金銭的ロスが
発生?

個々のツールやデジタルソリュー
ションに詳しくなるのではなく、

手を動かしながら、デジタル導入
に必要な基礎知識、ポイントを理
解。

デジタル活用における、
中長期的な道筋を理
解し、提案資料へ落
とし込む。

演
習

要求
定義

要件
定義

ビジネス課題 デジタル化課題(仮称)

意思決定
者

へのプレゼン

プレゼン課題

業務適合性の
検証

トライアル

実装・
運用設計

示唆の
抽出

学
び
・
ポ
イ
ン
ト

■プログラムにおける学びの流れ

★疑似体験１：AIの実装を通じたDXプロジェクトの疑似体験
（需要予測・在庫最適化、不良個所自動検出、⼯数予測）

★疑似体験２：データ駆動型の変革推進の疑似体験
（店舗運営型企業の収益改善、製造運輸業の業務最適化）

教材

受講生同士の学び合いコ
ミュニティ

講師による一方向授業
→実践スキル育成に課題

拡大生産性の高い
双方向の人材育成手法へ

チャットや生成AIなど、
多様なツールを活用

■実企業のリアルなDX課題を疑似体験できる複数の教材を用意



３層：地域企業協働プログラム

⚫ DX推進に課題を有する実際の中小企業等の参加を得て、受講生がチームとなって２カ月程度、
企業と協働し、デジタル技術の実装に取り組むプログラム。

⚫ プロジェクト設計やデジタル技術の能力のみならず、当該企業社員との交渉や経営陣への提案等
の経験を通じて、AI活用を含むより実践的なDX推進能力を身に付ける。

自社のDX推進を
希望する地域企業

事例①

小売業
での

需要予測

スーパーマーケット運
営事業者が、過去の
売上データや気温等
のデータも用い、特
定の食料品の売上
金額を予測

従来、各店舗ごとに
人力で実施していた
需要予測作業を本
部のAIに集約するこ
とによる工数削減を
実現。

事例②

製造業
での

需要予測

部品製造事業者が、
取引先から受ける内
示(数カ月後の発注
数の概算通知)につ
いて、過去データか
ら内示のズレを予測
し、将来の受注量を
精緻に予測

対象とした製品の多く
で、需要予測の精度
が向上。
AIによる予測と実際
の発注数の誤差が、
内示と実際の発注数
の誤差の半分以下と
なったケースも存在

取組内容の概要 成果

（参考）課題解決プロジェクトイメージ 

企業発掘⇒案件組成
地域企業協働プログラムで扱う
課題の整理・プロジェクトの組成

全国10団体
地域ハブ団体

マッチング
伴走支援

協働

受講生チーム（1チーム4～6人程）
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マナビDX Quest https://dxq.manabi-dx.ipa.go.jp/

＜参考＞R7年度マナビDX（Quest）チラシ

23
マナビDX https://manabi-dx.ipa.go.jp/

https://manabi-dx.ipa.go.jp/
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経済産業省のサイバーセキュリティ政策の全体像
• NCOをはじめ関係省庁との連携の下、サイバーセキュリティ市場における需要拡大と供給力強化に向け

た取組や、国際的な制度調和と国内での調達要件化促進、サイバー情勢分析能力強化を図っていく。

⚫ サイバーセキュリティ産業振興のための政
策パッケージの推進

⚫ 先進的サイバー防御機能・分析能力の強化

⚫ 重要インフラ等を守る⾼度セキュリティ人材の育成
（中核人材育成プログラム）、若手人材発掘機
会（セキュリティ・キャンプ）の拡大 等

⚫ サイバー・フィジカル・セキュリティ対策フレームワー
ク（CPSF）の具体化・実装

⚫ 我が国半導体関連産業におけるセキュリティ対策
水準の向上を通じた競争力確保

⇒政府調達・補助金の要件化等を通じた実効性強化

⇒国際連携を前提とした制度構築と政府調達等
要件化を通じた制度の普及

⇒官民のサイバー状況把握力・対処能力向上と
関係省庁との連携

⇒セキュリティ市場の拡大に向けたエコシステムの構築

①サプライチェーン全体での対策強化 ③政府全体でのサイバーセキュリティ対応体制の強化

⚫ IPAのサイバー情勢分析能力強化

⚫ 改正保安３法を踏まえたサイバー事故
調査体制の構築

⚫ サイバー攻撃技術情報の共有促進 等

②セキュア・バイ・デザインの実践

④サイバーセキュリティ供給能力の強化

⚫ IoT製品におけるJC-STARの普及、国際制度調和の調整

⚫ SBOM（Software Bill of Materials）の活用促進、安全
なソフトウェアの開発に向けた指針の整備

⚫ サイバーインフラ事業者の責務の明確化

⚫ 地域における中小企業支援の拡大（サイバーセキュリティお助
け隊サービスの普及促進等）

⚫ サプライチェーン対策評価制度の構築（対策水準の可視化）
等

25



26

事業目的・概要 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

本事業は、サイバー攻撃被害に対する対処支援や中小企業等
によるサイバーセキュリティ対策の促進、サイバーセキュリティ人材の
育成等を通じて、産業界のサイバーセキュリティ対策を強化するこ
とを目的とする。

成果目標・事業期間

産業サイバーセキュリティ対策の強化に向けた環境整備事業

令和８年度概算要求額 60億円（54億円）

商務情報政策局

サイバーセキュリティ課

事業概要

(1)サイバーセキュリティ経済基盤構築事業

①サイバー攻撃への国際調整窓口を通じた対応支援を実施。

②⾼度標的型サイバー攻撃を受けた組織に対して初動対応支援
を実施。攻撃者の意図把握に資するサイバー情勢に関する研究
機能を強化。

(2)サプライチェーン・中小企業サイバーセキュリティ対策促進事業

セキュリティ普及啓発やサイバーセキュリティ人材の確保等を通じ
て中小企業によるセキュリティ対策強化を支援。

(3)産業サイバーセキュリティ強靭化事業

①重要インフラ等における⾼度なサイバーセキュリティ人材の育成や
サイバーインシデント事故調査に係る体制整備等を実施。

②セキュアなソフトウェアや暗号技術の市場流通促進に向けた実
証事業等を実施。検討中の制度の詳細設計を行う。

③IoTセキュリティ適合性評価制度（JC-STAR）や企業のセキュ
リティ対策水準を評価・可視化する制度の整備・運営等。

国
交付

(1)－②、(3)－①、(3)－③

(2)

国
補助

独立行政法人情報処理推進機構(IPA)

国
委託

(1)－①

民間専門機関

民間企業等国
委託

(3)－②

独立行政法人情報処理推進機構(IPA)

(1)サイバー攻撃によって、官邸危機管理センターに官邸連絡室
が設置される件数を0件にする。

(2)SECURITY ACTION制度において、自己宣言をした事業
者数47万者を目指す。

(3)第５期中核人材育成プログラム以降の修了者の活動数を令
和９年度までに1,000件以上とする。 等
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中小企業支援施策の全体像
• 中小企業等が抱える主な課題：「サイバーセキュリティ対策の必要性を感じない」「何をすれば良いか分
からない」「十分にコストをかけられない」

• 経済産業省では、地域の支援機関等とも連携しながら、中小企業等それぞれの課題・ステップに沿った施
策を推進している。

SECURITY ACTION サイバーセキュリティお助け隊サービス 中小企業の情報セキュリティ対策ガイドライン

★一つ星

情報セキュリティ
５か条に取り組む

情報セキュリティ自社診断
を実施し、基本方針を策定

★★二つ星

セキュリティ対策のきっかけ
づくり。中小企業自らが、セ
キュリティ対策に取り組むこと
を自己宣言する制度。約41万者
の中小企業が宣言。

相談窓口、システムの異常の監
視、緊急時の対応支援、簡易サイ
バー保険など各種サービス内容を
要件としてまとめた基準を満たす
ワンパッケージサービス。（2025
年８月時点で4５事業者）

経営者向けの
解説

実践者向けの
解説

経営者が認識すべき３
原則と実施すべき重要７
項目を解説

企業のレベルに合わせて
段階的にステップアップで
きるような構成で解説

経営者編と実践編から構成されており、個人
事業主や小規模事業者を含む中小企業等による
活用を想定し、具体的なセキュリティ対策を示
したガイドライン。

すぐに使える「情報セキュリティ基本方針」や「情報セ

キュリティ関連規程」等のひな形、インシデント対応、クラ
ウド活用に関する手引き等を収録。

IT導入補助金に
「セキュリティ対策推進枠」
を創設
令和7年より支援拡充

⇒セキュリティ対策の
きっかけづくり

⇒必要最低限の対策を実行
（監視、駆付け、保険）

⇒自社の状況に即したより実効的
な取組の検討・実行
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セキュリティ対策の第一歩「SECURITY ACTION」

※IPAが各企業等の情報セキュリティ対策状況等を認定する、あるいは認証等を付与する制度ではない。

★一つ星

⚫情報セキュリティ５か条に取り組む ⚫情報セキュリティ自社診断を実施
⚫基本方針を策定

★★二つ星

１段階目（一つ星） 2段階目（二つ星）

【情報セキュリテイ５か条】

OSやソフトウェアは常に最新の状

態にしよう！

ウイルス対策ソフトを導入しよう！

パスワードを強化しよう！

共有設定を見直そう！

脅威や攻撃の手口を知ろう！

【基本方針の記載項目例】

管理体制の整備

法令・ガイドライン等の順守

セキュリティ対策の実施

継続的改善

など
 

(SECURITY ACTIONサイト）
https://www.ipa.go.jp/security/security-action/

• 全ての企業に必ず実施していただきたいセキュリティ対策をまとめたもの。

• 「SECURITY ACTION」を自己宣言することが、各種補助金の要件にもなっている。

• 2017年４月に制度を開始。40万者近くが宣言。

https://www.ipa.go.jp/security/security-action/
https://www.ipa.go.jp/security/security-action/


• サイバーセキュリティお助け隊サービスは、「何をしたら良いか分からない」「セキュリティにコスト

をかけられない」中小企業のために、中小企業にとって必要なサイバーセキュリティ対策である「見守

り」「駆付け」「保険」をワンパッケージで安価（例：月額1万円以内）に提供するサービス。

• 約8,400件の利用実績（2025年3月末時点）がある安心のサービス。

• IT導入補助金「セキュリティ対策推進枠」を活用することで、最大150万円まで、導入費用の1/2（小

規模事業者は2/3）の補助を受けられる。

取引先
（大企業等）

相談窓口 簡易サイバー保険

EDR・UTM等による
異常監視

お助け隊サービスC

中小企業
サービス提供

お助け隊サービスB

お助け隊サービスA
自社の信頼性を

アピール

お助け隊サービス利用の推奨等の
中小企業の取組支援

緊急時の対応支援
・駆付けサービス

簡単な導入・運用

中小企業でも導入・維持できる価格で
ワンパッケージで提供

中小企業のサイバーセキュリティ対策に
不可欠な各種サービス

お助け隊サービス審査登録制度：
一定の基準を満たすサービスにお助け隊マークの商標利用権を付与

IT導入補助金に「セキュリティ推進枠」創設
（補助率：中小企業1/2、小規模事業者2/3 補助上限：150万円）サイバーセキュリティお助け隊サービスの利用はこちらから

 ⇒ https://www.ipa.go.jp/security/otasuketai-pr/

お助け隊マーク

サイバーセキュリティお助け隊サービスの概要
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（参考）IT導入補助金による「サイバーセキュリティお助け隊サービス」の導入支援

• 「通常枠」及び「インボイス対応類型」において、オプションとして「サイバーセキュリティお助け隊
サービス」をメインツールと組み合わせて申請することが可能。この際、「サイバーセキュリティお助
け隊サービス」を申請する事業者については、申請採択における審査時に加点対象。

• 2022年８月から、新たに「セキュリティ対策推進枠」を創設。「サイバーセキュリティお助け隊サー
ビス」のみでの補助金申請が可能。

メインツールと組み合わせて、オプションとして
「サイバーセキュリティお助け隊サービス」を申請可能。

「サイバーセキュリティお助け隊
サービス」のみで申請可能。

補助上限

補助率

対象経費

要件

通常枠
セキュリティ
対策推進枠

業務効率化やDXの推進等
に資するITツールを導入

インボイス制度に対応した
会計・受発注・決済の機能
を有するITツール及びその
ためのハードウェアを導入

サイバーセキュ
リティお助け隊
サービスを導入

ITツールの業務領域が
1～３まで：5万円～150万円

4以上：150万円～450万円

ITツール：
１機能：～50万円
２機能以上：50万～350万円

PC・タブレット等：～10万円
レジ・券売機等：～20万円

5万円～150万円

中小企業：１/２

ソフトウェア購入費、
クラウド利用料（最大2年分）、
導入関連費

～50万円以下：3/4
(小規模事業者：4/5)
50万円～350万円：2/3
ハードウェア購入費：1/2

ソフトウェア購入費、
クラウド利用料（最大2年分）、
導入関連費、
ハードウェア購入費

サイバーセキュリ
ティお助け隊サー
ビス利用料（最大2
年分）

中小企業：1/2
小規模事業者：
2/3

オプションとして「サイバーセキュリティお助け隊」を申請した場合、利用料の
1年分（「サイバーセキュリティお助け隊」導入は加点要素）

インボイス枠
インボイス対応類型

IT導入補助金のインボイス枠(電子取引類型)、複数社連携IT導入枠においては、サイバーセキュリティお助け隊サービスは補助等の対象外である。

IT導入補助金概要

赤字は令和６年度補正
予算での拡充点
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⚫ 中小企業の経営者や実務担当者が、情報セキュリティ対策の必要性を理解
し、情報を安全に管理するための具体的な手順等を示したガイドライン

⚫ 本編2部と付録より構成

– 経営者が認識すべき「3原則」、
経営者がやらなければならない「重要7項目の取組」を記載

– 情報セキュリティ対策の具体的な
進め方を分かりやすく説明

– すぐに使える「情報セキュリティ基本方針」や
「情報セキュリティ関連規程」等のひな形を付録

– 「中小企業のためのセキュリティインシデント対応の手引き」を追加
（出典）中小企業の情報セキュリティ対策ガイドライン：https://www.ipa.go.jp/security/guide/sme/about.html

• 中小企業における具体的なセキュリティ対策を示すガイドライン。

• 本ガイドラインは、経営者編と実践編から構成されており、個人事業主や小規模事業者を含
む中小企業等による活用を想定。

中小企業の情報セキュリティ対策ガイドライン（取組手法の提示）

https://www.ipa.go.jp/security/guide/sme/about.html
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情報処理安全確保支援士（登録セキスペ）制度
• サイバーセキュリティの確保を支援するため、セキュリティに係る専門的な知識・技能を備
えた国家資格として、「情報処理安全確保支援士」（通称：登録セキスペ）制度を2016年に
創設（根拠法：情報処理の促進に関する法律）。

• 国家試験に合格後（※） 、IPAに登録することにより資格を取得。 登録資格は3年ごとに更
新（定期的な講習受講が義務付け）が必要。 登録者数は23,751人（2025年４月１日時点）。

※試験合格者に加えて、国が指定するポストやプログラムに従事した者も登録セキスぺとなる資格を有する

• 登録セキスペには、①経営課題への対応（リスク評価、セキュリティ対策、監査）、②シス
テム等の設計・開発（設計段階からのセキュリティ対策）、③運用・保守、④緊急対応等の
幅広い業務での活躍が期待されている。

＜取得者のメリット＞

①情報セキュリティに関する高度な知識・技

能を保有する証

②継続的・効果的な自己研鑽が可能

③就業機会・業務範囲の拡大（※１）

登録セキスペのメリット

＜組織・企業へのメリット＞

   ①提供する機能やサービスへの信頼の向上

②社会的評価・信頼の向上（※２）

③ビジネスチャンスの拡大（※３）

※2 知識・技能の証明に加えて、資格保有者は信用失墜行為の禁
止や秘密保持の義務有する

※3 各種補助金、「デジタルガバナンスコード」（DX銘柄やDX
認定基準）、サプライチェーン評価制度での活用等を推進

※1 PCI DSS監査人の資格要件、情報セキュリティ監査人資格の
取得の優遇、中小企業支援とのマッチング機会等

（出典）情報処理安全確保支援士サイト：https://www.ipa.go.jp/security/guide/sme/about.html

https://www.ipa.go.jp/security/guide/sme/about.html
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サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度

• 異なる取引先から様々な対策水準を要求される、外部から各企業等の対策状況を判断することが難しい
といった課題に対応するため、サプライチェーンにおける重要性を踏まえた上で満たすべき各企業の対
策を提示しつつ、その対策状況を可視化する仕組みを検討。

• 2025年４月に制度の概要を整理した中間とりまとめを公表。現在実施中の実証事業等を通じた評価ス
キームの具体化や制度の利用促進のための施策の検討等を進め、2026年度中の制度開始を目指す。

構築する評価制度（現時点案）

政府調達や重要インフラ
事業者等での活用推進

取引先からの対策要請
による活用促進

⚫ 国内外の関連制度・評価制度との整合性確保、相互認証

⚫ 対策推進のための企業への支援の在り方（専門家の活用促進、中小企業支援策との連動、評価機関の支援）

⚫ 下請法や価格転嫁に関する課題の整理

⚫ 実効性の強化に向けた取組（政府機関等における調達要件化、サプライチェーン上の取引先や投資家等のステークホルダとの対話での活用等の促進）

成熟度の定義 三つ星（★３） 四つ星（★４） 五つ星（★５）※

想定される脅威
• 広く認知された脆弱性等を悪

用する一般的なサイバー攻撃

• 供給停止等によりサプライチェーンに大
きな影響をもたらす企業への攻撃

• 機密情報等、情報漏えいにより大き
な影響をもたらす資産への攻撃

• 未知の攻撃も含めた、⾼度なサイバー攻撃

対策の基本的な
考え方

全てのサプライチェーン企業が最低
限実装すべきセキュリティ対策：
• 基礎的な組織的対策とシステ

ム防御策を中心に実施

サプライチェーン企業等が標準的に目指
すべきセキュリティ対策：
• 組織ガバナンス・取引先管理、システ

ム防御・検知、インシデント対応等包
括的な対策を実施

サプライチェーン企業等が到達点として目指すべ
き対策：
• 国際規格等におけるリスクベースの考え方に

基づき、自組織に必要な改善プロセスを整
備した上で、システムに対しては現時点での
ベストプラクティスに基づく対策を実施

評価スキーム 自己評価 第三者評価 第三者評価

制度実現に向けた検討課題の例

利害関係者への情報開
示による対話の促進

※ISMS適合性評価制度との制度的整合性、
★3・4との整合性も踏まえ、対策事項を検討

※サプライチェーン間の結び付きが強固・複雑な
自動車、半導体、主要製造業等において、
優先的に本制度の利用を促進。

サプライチェーン企業に取得していただきたいレベル



（参考）中小企業にとって☆を取得するメリット

発注者ごとに異なる要求…対応が煩雑で非効率

✓ 発注者側からの様々な要求に一つずつ対応する必
要がある

✓ 複数社と取引する場合、それぞれの会社からの要
求に対応するのが困難

✓ 各企業の要求リストは似ていてもフォーマットが
バラバラで、内容を理解していないと対応できず、
数百項目に及ぶ煩雑な対応が発生

☆取得で、発注者対応が一括クリア！

✓ SC評価制度の☆取得が、発注企業・受注企業双
方にとっての「共通のものさし」となる

✓ 結果、各社からの要求に説明できるようになり、
対応工数削減や業務の標準化・効率化に繋がる

✓ ☆取得済み企業は、発注者がどのレベルまで対
応できているかが一目でわかりスムーズな取引
が可能となり、発注者との信頼構築に繋がる

発注者毎に異なる要求
⇒企業が個別に対応

SC評価制度
☆取得

A社 B社 C社□
□
□

発注
企業

受注
企業

発注
企業

受注
企業

要求要求 要求

数十～
数百項目

フォーマットがバラバラ、数十～数百に及ぶ煩雑な対応

□
□
□

□
□

数十～
数百項目

□
□
□

数十～
数百項目

OK OKOK

A社 B社 C社
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目次

1．DXの取組状況

2．主なデジタル化・DX関連施策

2-1. 企業DX推進

2-2. デジタル人材育成

2-3. サイバーセキュリティ対策

参考 DX施策パッケージ・ロボット導入施策パッケージ



• DX施策・ロボット導入施策は多種にわたり、実施機関も様々。支援機関においても支援策の全体像を把握

することが困難であった。

• そこで、地域の支援機関が中堅・中小企業のDX支援やロボット導入支援を実施する際、また、中堅・中小

企業の皆様自身がDXやロボット導入を進める際の「手引き書」として、DXやロボット導入関連の各種支

援策をワンパッケージ化し、2024年11月公開。※更新版を2025年5月2日に公表

「DX施策パッケージ」･「ロボット導入施策パッケージ」※関東局独自の取組

パッケージ化

パッケージ化

経済産業省各課

中小企業庁各課

中小機構

IPA

…

ロボット工業会

SIer協会

…

経済産業省各課

中小企業庁各課
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⚫ DX関連施策を目的別に探すことができます。

DX施策パッケージの中身を一部ご紹介
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⚫ 各種支援策の概要を簡潔に把握することが可能です。

DX施策パッケージの中身を一部ご紹介

38



ロボット導入施策パッケージの中身を一部ご紹介

⚫ ロボット導入関連施策を段階別に探すことができます。

39



ロボット導入施策パッケージの中身を一部ご紹介

⚫ 各種支援策の概要を簡潔に把握することができます。
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各事業のお問合せ先

1．デジタル基盤整備事業（地域デジタル人材育成・確保推進事業）

○令和８年度概算要求について
＞＞経済産業省商務情報政策局 情報技術利用促進課 電話：03-3501-1511（代表）

○マナビDXについて
＞＞マナビDX事務局（情報処理推進機構（IPA）デジタル人材センター）

https://manabi-dx.ipa.go.jp/

2．産業サイバーセキュリティ対策の強化に向けた環境整備事業

○令和８年度概算要求について
＞＞経済産業省商務情報政策局 サイバーセキュリティ課 電話：03-3501-1511（代表）

○SECURITY ACTIONについて
＞＞SECURITY ACTION事務局（情報処理推進機構（IPA））

https://www.ipa.go.jp/security/security-action/index.html

○情報処理安全確保支援士（登録セキスペ）について
＞＞ 情報処理推進機構（IPA）

https://www.ipa.go.jp/jinzai/riss/index.html

https://manabi-dx.ipa.go.jp/
https://www.ipa.go.jp/security/security-action/index.html
https://www.ipa.go.jp/jinzai/riss/index.html


ご清聴ありがとうございました
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経済産業省 関東経済産業局
地域経済部 デジタル経済課

048-600-0284
URL：https://www.kanto.meti.go.jp/

本資料に関する
お問い合わせ


